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設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-1 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

（緊急時対策所） 

第七十六条 第四十六条の規定

により設置される緊急時対策所

は、重大事故等が発生した場合

においても当該重大事故等に対

処するための適切な措置が講じ

られるよう、次に定めるところ

によらなければならない。 

①，②，③，④，⑤ 

 

一 重大事故等に対処するため

に必要な指示を行う要員がとど

まることができるよう、適切な

措置を講ずること。①，② 

 

二 重大事故等に対処するため

に必要な指示ができるよう、重

大事故等に対処するために必要

な情報を把握できる設備を設け

ること。①，③ 

 

三 発電用原子炉施設の内外の

通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うために必要な

設備を設けること。①，④ 

 

２ 緊急時対策所には、重大事

故等に対処するために必要な数

の要員を収容することができる

措置を講じなければならない。

①，②，⑤ 

 

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（「6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同

じ。））は，重大事故等が発生した場合に

おいても，当該事故等に対処するための

適切な措置が講じることができるよう，

緊急時対策所機能に係る設備を含め，以

下の設計とする。なお，5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所は，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

（「6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同

じ。））及び 5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）（「6,7 号機共用，5号機

に設置」（以下同じ。））から構成され，5

号機原子炉建屋付属棟内に設置する設

計とする。 

①-1，①-8【76 条 1】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

 

(ac)緊急時対策所 

 緊急時対策所は，重大事故等が発生した

場合においても，当該重大事故等に対処す

るために必要な指示を行う要員がとどまる

ことができるよう，適切な措置を講じた設

計とするとともに，重大事故等に対処する

ために必要な情報を把握できる設備及び発

電所内外の通信連絡をする必要のある場所

と通信連絡を行うために必要な設備を設置

又は保管する。また，重大事故等に対処す

るために必要な数の要員を収容できる設計

とする。□1 （①-1） 

 

ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構造

及び設備 

(3) その他の主要な事項 

(ⅵ)緊急時対策所 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生した場合においても当該事故

等に対処するために必要な指示を行う要員

がとどまることができるよう，適切な措置

を講じた設計とするとともに，重大事故等

に対処するために必要な指示ができるよ

う，重大事故等に対処するために必要な情

報を把握できる設備及び発電所内外の通信

連絡をする必要のある場所と通信連絡を行

うために必要な設備を設置及び保管する設

計とする。また，重大事故等に対処するた

めに必要な数の要員を収容できる設計とす

る。①-1 

 

10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.9 緊急時対策所 

10.9.2 重大事故等時 

10.9.2.1  概要 

 緊急時対策所は，重大事故等が発生した

場合においても，当該重大事故等に対処す

るために必要な指示を行う要員がとどま

ることができるよう，適切な措置を講じた

設計とするとともに，重大事故等に対処す

るために必要な情報を把握できる設備及

び発電所内外の通信連絡をする必要のあ

る場所と通信連絡を行うために必要な設

備を設置又は保管する。また，重大事故等

に対処するために必要な数の要員を収容

できる設計とする。◇1 （①-1） 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の系

統概要図を第 10.9－1 図から第 10.9－5

図に示す。◇2  

 

10.9.2.2 設計方針 

 緊急時対策所として，対策本部と待機場

所から構成する 5 号炉原子炉建屋内緊急

時対策所を 5 号炉原子炉建屋付属棟内に

設置する。①-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.1 緊急時対策所の設置 

1.1.2 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-2 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

【解釈】 

１ 第１項及び第２項の要件を

満たす緊急時対策所とは、以下

に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行う

ための設備を備えたものをい

う。 

 

 

ａ）基準地震動による地震力に

対し、免震機能等により、緊急時

対策所の機能を喪失しないよう

にするとともに、基準津波の影

響を受けないこと。① 

 

 

ｂ）緊急時対策所と原子炉制御

室は共通要因により同時に機能

喪失しないこと。① 

 

 

ｃ）緊急時対策所は、代替交流電

源からの給電を可能とするこ

と。また、当該代替電源を含めて

緊急時対策所の電源は、多重性

又は多様性を有すること。⑤ 

 

 

ｄ）緊急時対策所の居住性が確

保されるように、適切な遮蔽設

計及び換気設計を行うこと。 

①，② 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，

重大事故等が発生した場合においても，

当該事故等に対処するための適切な措

置が講じられるよう，その機能に係る設

備を含め，基準地震動Ｓｓによる地震力

に対し，機能を喪失しないよう設計する

とともに，基準津波の影響を受けない設

計とする。 

①-2【76 条 2】  

 

 緊急時対策所の機能に係る設備は，共

通要因により中央制御室と同時に機能

喪失しないよう，中央制御室に対して独

立性を有する設計とするとともに，中央

制御室とは離れた位置に設置又は保管

する設計とする。 

①-3【76 条 3】  

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，

重大事故等が発生した場合においても，

重大事故等に対処するために必要な指

示を行う要員に加え，原子炉格納容器の

破損等による発電所外への放射性物質

の拡散を抑制するための対策に対処す

るために必要な数の要員を含め，重大事

故等に対処するために必要な数の要員

を収容することができるとともに，重大

事故等に対処するために必要な指示を

行う要員がとどまることができるよう，

適切な遮蔽設計及び換気設計を行い緊

急時対策所の居住性を確保する。 

①-4【76 条 4】  

 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生した場合においても当該事故

等に対処するための適切な措置が講じられ

るよう，その機能に係る設備を含め，基準

地震動による地震力に対し機能を喪失しな

いよう設計とするとともに，緊急時対策所

は，基準津波の影響を受けない設計とする。

①-2地震及び津波に対しては，ロ,(1),(ⅱ)

重大事故等対処施設の耐震設計及び

ロ,(2),(ⅱ)重大事故等対処施設に対する

耐津波設計に基づく設計とする。□3  

 また，緊急時対策所の機能に係る設備は，

中央制御室との共通要因により同時に機能

喪失しないよう，中央制御室に対して独立

性を有する設計とするとともに，中央制御

室とは離れた位置に設置又は保管する。①-

3 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等に対処するために必要な指示を行う

要員に加え，原子炉格納容器の破損等によ

る発電所外への放射性物質の拡散を抑制す

るための対策に対処するために必要な数の

要員を含め，重大事故等に対処するために

必要な数の要員を収容することができる設

計とする。①-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，重

大事故等が発生した場合においても，当該

事故等に対処するための適切な措置が講

じることができるよう，その機能に係る設

備を含め，基準地震動による地震力に対

し，機能を損なわない設計とするととも

に，基準津波の影響を受けない設計とす

る。◇1 （①-2）地震及び津波に対しては，

「1.4.2 重大事故等対処施設の耐震設計」

及び「1.5.2 重大事故等対処施設の耐津波

設計」に基づく設計とする。◇2  

 また，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

の機能に係る設備は，中央制御室との共通

要因により同時に機能喪失しないよう，中

央制御室に対して独立性を有する設計と

するとともに，中央制御室とは離れた位置

に設置又は保管する。◇1 （①-3） 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，重

大事故等に対処するために必要な指示を

行う要員に加え，原子炉格納容器の破損等

による発電所外への放射性物質の拡散を

抑制するための対策に対処するために必

要な数の要員を含め，重大事故等に対処す

るために必要な数の要員を収容すること

ができる設計とする。◇1 （①-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明 

確化。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(1) 耐震性及び耐津波性 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(2) 中央制御室に対する独

立性 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

ｅ）緊急時対策所の居住性につ

いては、次の要件を満たすもの

であること。①，② 

 

① 想定する放射性物質の放出

量等は東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故と同等とす

ること。 

 

② プルーム通過時等に特別な

防護措置を講ずる場合を除き、

対策要員は緊急時対策所内での

マスクの着用なしとして評価す

ること。 

 

③ 交代要員体制、安定ヨウ素

剤の服用、仮設設備等を考慮し

てもよい。ただし、その場合は、

実施のための体制を整備するこ

と。 

 

④ 判断基準は、対策要員の実

効線量が 7 日間で 100mSv を

超えないこと。 

 

ｆ）緊急時対策所の外側が放射

性物質により汚染したような状

況下において、緊急時対策所へ

の汚染の持ち込みを防止するた

め、モニタリング及び作業服の

着替え等を行うための区画を設

けること。① 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，

重大事故等が発生し，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所の外側が放射性物質に

より汚染したような状況下において，要

員が5号機原子炉建屋内緊急時対策所内

に放射性物質による汚染を持ち込むこ

とを防止するため，身体サーベイ及び作

業服の着替え等を行うための区画を設

置する設計とする。 

①-5【76 条 5】  

 

身体サーベイの結果，要員の汚染が確

認された場合は，要員の除染を行うこと

ができる区画を，身体サーベイを行う区

画に隣接して設置することができるよ

う考慮する。 

①-9【76 条 6】 

 

身体サーベイ，作業服の着替え等に必

要な照度の確保は，5 号機原子炉建屋内

緊急時対策所用乾電池内蔵型照明（ラン

タンタイプ）（6,7 号機共用，5号機に保

管）によりできる設計とする。 

①【76 条 7】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生し，5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所の外側が放射性物質により汚

染したような状況下において，対策要員が

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に放射

性物質による汚染を持ち込むことを防止す

るため，身体サーベイ及び作業服の着替え

等を行うための区画を設置する設計とす

る。①-5身体サーベイの結果，対策要員の

汚染が確認された場合は，対策要員の除染

を行うことができる区画を，身体サーベイ

を行う区画に隣接して設置することができ

るよう考慮する。①-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生し，5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所の外側が放射性物質によ

り汚染したような状況下において，対策要

員が 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内

に放射性物質による汚染を持ち込むこと

を防止するため，身体サーベイ及び作業服

の着替え等を行うための区画を設置する

設計とする。◇1 （①-5）身体サーベイの結

果，対策要員の汚染が確認された場合は，

対策要員の除染を行うことができる区画

を，身体サーベイを行う区画に隣接して設

置することができるよう考慮する。◇1（①

-9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-4 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

２ 第２項に規定する「重大事

故等に対処するために必要な数

の要員」とは、第１項第１号に規

定する「重大事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員」

に加え、少なくとも原子炉格納

容器の破損等による工場等外へ

の放射性物質の拡散を抑制する

ための対策に対処するために必

要な数の要員を含むものとす

る。① 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 重大事故等が発生した場合において，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所の居住

性を確保するための設備として，5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）

二酸化炭素吸収装置（「6,7 号機共用，5

号機に設置」（以下同じ。）），5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所用差圧計（「6,7 号

機共用，5 号機に保管」（以下同じ。）），

酸素濃度計（「6,7 号機共用，5号機に保

管」（以下同じ。））及び二酸化炭素濃度計

（「6,7 号機共用，5号機に保管」（以下同

じ。））を設置又は保管する設計とする。

①-10，①-12【76 条 8】  

 

 

重大事故等が発生した場合において，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所の居住

性を確保するための設備として，5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）

遮蔽（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）遮蔽（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）室内遮蔽（「6,7 号機共用」（以下

同じ。）），二次遮蔽壁，補助遮蔽，緊急時

対策所換気空調系の設備，可搬型モニタ

リングポスト及び可搬型エリアモニタ

を設置又は保管する設計とする。 

①-6，①-11，①-13【76 条 9】 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合においても，

当該事故等に対処するために必要な指示を

行う要員がとどまることができるよう，5号

炉原子炉建屋内緊急時対策所の居住性を確

保するための設備として，緊急時対策所遮

蔽，緊急時対策所換気空調設備①-6，5 号炉

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）高

気密室，差圧計，酸素濃度計，二酸化炭素濃

度計①-12，可搬型モニタリングポスト及び

可搬型エリアモニタを設ける。①-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 居住性を確保するための設備 

 重大事故等が発生した場合においても，

当該事故等に対処するために必要な指示

を行う要員がとどまることができるよう，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の居住

性を確保するための設備として，緊急時対

策所遮蔽，緊急時対策所換気空調設備，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）高気密室，差圧計，酸素濃度計，二酸

化炭素濃度計，可搬型モニタリングポスト

及び可搬型エリアモニタを設ける。◇1（①

-6, ①-12，①-13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-10 引用元：P6 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-11 引用元：P34 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-5 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 重大事故等が発生した場合における 5

号機原子炉建屋内緊急時対策所の居住

性については，想定する放射性物質の放

出量等を福島第一原子力発電所事故と

同等とし，かつ，5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所内でのマスクの着用，交替要

員体制，安定よう素剤の服用及び仮設設

備を考慮しない条件においても，「原子

力発電所中央制御室の居住性に係る被

ばく評価手法について（内規）」の手法を

参考とした被ばく評価において，5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所にとどまる

要員の実効線量が事故後 7 日間で

100mSv を超えない設計とする。 

①-7【76 条 10】  

 

  

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）遮蔽，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（待機場所）遮蔽，5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内

遮蔽，二次遮蔽壁及び補助遮蔽は，5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所の気密性

及び緊急時対策所換気空調系の機能と

あいまって，緊急時対策所にとどまる要

員の実効線量が事故後 7 日間で 100mSv

を超えない設計とする。 

②-2，②-3，②-4【76 条 11】  

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の居住

性については，想定する放射性物質の放出

量等を福島第一原子力発電所事故と同等と

し，かつ，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

内でのマスクの着用，交替要員体制，安定

よう素剤の服用及び仮設設備を考慮しない

条件においても，5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所にとどまる要員の実効線量が事故後

7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

①-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 緊急時対策所遮蔽として，5号炉原子炉建

屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽は，重大

事故が発生した場合において，5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）高気密室

の気密性及び緊急時対策所換気空調設備の

機能とあいまって，対策本部にとどまる要

員の実効線量が7日間で100mSvを超えない

設計とする。②-3 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）遮蔽及び室内遮蔽は，待機場所の気密

性及び緊急時対策所換気空調設備の機能と

あいまって，待機場所にとどまる要員の実

効線量が7日間で100mSvを超えない設計と

する。②-4 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の居

住性については，想定する放射性物質の放

出量等を福島第一原子力発電所事故と同

等とし，かつ，5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所内でのマスクの着用，交替要員体

制，安定よう素剤の服用及び仮設設備を考

慮しない条件においても，5号炉原子炉建

屋内緊急時対策所にとどまる要員の実効

線量が事故後 7日間で 100mSv を超えない

設計とする。◇1 （①-7） 

 

 

 

 

 

 

a. 緊急時対策所遮蔽，緊急時対策所換気

空調設備 

 緊急時対策所遮蔽として，5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）遮蔽及び 5号炉原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）室内遮蔽を設ける。 

◇1 （①-11） 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）遮蔽は，重大事故が発生した場合に

おいて，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）高気密室の気密性及び緊急時

対策所換気空調設備の機能とあいまって，

対策本部にとどまる要員の実効線量が 7

日間で 100mSv を超えない設計とする。 

◇1 （②-3） 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

 

 

②-2 引用元：P35 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-6 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 緊急時対策所換気空調系の設備とし

て，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部・高気密室）の居住性を確保する

ため，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）可搬型陽圧化空調機（ファ

ン）（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）可搬型陽圧化空調機（フィルタユニ

ット）（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）可搬型外気取入送風機（「6,7 号機

共用」（以下同じ。）），5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置

（空気ボンベ）（「6,7 号機共用」（以下同

じ。））を保管する設計とする。 

また，5 号機原子炉建屋内緊急時対策

所（待機場所）の居住性を確保するため，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）可搬型陽圧化空調機（ファン）

（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）

可搬型陽圧化空調機（フィルタユニッ

ト）（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）陽圧化装置（空気ボンベ）（「6,7 号

機共用」（以下同じ。））を保管する設計と

する。 

②-5，②-6【76 条 12】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）遮蔽及び室内遮蔽は，待機場所の気

密性及び緊急時対策所換気空調設備の機

能とあいまって，待機場所にとどまる要員

の実効線量が 7日間で 100mSv を超えない

設計とする。◇1 （②-4） 

 

 緊急時対策所換気空調設備として，対策

本部には，可搬型陽圧化空調機，可搬型外

気取入送風機，陽圧化装置（空気ボンベ），

二酸化炭素吸収装置①-10 及び差圧計を

設け，待機場所には，可搬型陽圧化空調機，

陽圧化装置（空気ボンベ）及び差圧計を設

ける。 

◇1 （①-6，①-12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.2.4 緊急時対策所換気空

調系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-5,②-6 引用元：P36 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-7 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

緊急時対策所換気空調系は，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所の建物の気密

性に対して十分な余裕を考慮した設計

とする。 

 また，5 号機原子炉建屋内緊急時対策

所外の火災により発生する燃焼ガス又

はばい煙，有毒ガス及び降下火砕物に対

する換気設備の隔離及びその他の適切

に防護するための設備を設ける設計と

する。 

②-7，⑥-1【76 条 13】  

 

 

 緊急時対策所換気空調系の設備のう

ち，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型陽圧化空調機（ファン）

及び 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）可搬型陽圧化空調機（フィ

ルタユニット）は，仮設ダクトを用いて

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）を陽圧化し，放射性物

質の侵入を低減できる設計とする。ま

た，緊急時対策所換気空調系の 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽

圧化装置（空気ボンベ）は，放射性雲通

過時において，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）を陽圧

化し，希ガスを含む放射性物質の侵入を

防止できる設計とする。 

②-9【76 条 14】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 緊急時対策所換気空調設備として，対策

本部の可搬型陽圧化空調機は，仮設ダクト

を用いて高気密室を陽圧化し，放射性物質

の侵入を低減できる設計とする。 

 また，陽圧化装置（空気ボンベ）は，放射

性雲通過時において，高気密室を陽圧化し，

希ガスを含む放射性物質の侵入を防止でき

る設計とする。②-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対策本部の可搬型陽圧化空調機は，仮設

ダクトを用いて高気密室を陽圧化し，放射

性物質の侵入を低減できる設計とする。 

 また，陽圧化装置（空気ボンベ）は，放

射性雲通過時において，高気密室を陽圧化

し，希ガスを含む放射性物質の侵入を防止

できる設計とする。◇1 （②-9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。（緊急時対策所外で発生

する燃焼ガス又は有毒ガスか

ら防護するための設計の明確

化。） 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.2.4 緊急時対策所換気空

調系 

 

 

 

 

 

 

 

②-7,⑥-1 引用元：P37 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用差

圧計（個数 2（予備 1），計測範囲 0～

200Pa）は，5号機原子炉建屋内緊急時対

策所の陽圧化された室内と周辺エリア

との差圧を監視できる設計とする。 

②-10【76 条 15】  

 

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）二酸化炭素吸収装置（個数 1（予

備 1））は，5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部・高気密室）の二酸化炭

素を除去することにより，要員の窒息を

防止する設計とする。 

②-11,②-15【76 条 16】  

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型外気取入送風機は，放射

性雲通過後の5号機原子炉建屋付属棟内

を換気できる設計とする。 

②-12【76 条 17】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 差圧計は，高気密室が陽圧化された状態

であることを監視できる設計とする。 

◇3 （②-10） 

 

 

 

 

 

 

 

 二酸化炭素吸収装置は，高気密室内の二

酸化炭素を除去することにより，対策要員

の窒息を防止する設計とする。②-11 

 

 

 

 

 

 

 

 可搬型外気取入送風機は，放射性雲通過

後の 5 号炉原子炉建屋付属棟内を換気で

きる設計とする。②-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

 

 

②-10 引用元：P23 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

 

 

②-15 引用元：P37 

 

 

 

放射線管理施設 

2.2.4 緊急時対策所換気空

調系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-9 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 緊急時対策所換気空調系の設備のう

ち，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）可搬型陽圧化空調機（ファン）

及び 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）可搬型陽圧化空調機（フィ

ルタユニット）は，仮設ダクトを用いて

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）を陽圧化し，放射性物質の侵入を

低減できる設計とする。また，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽

圧化装置（空気ボンベ）は，放射性雲通

過時において，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（待機場所）を陽圧化すること

により，希ガスを含む放射性物質の侵入

を防止できる設計とする。 

②-13【76 条 18】  

 

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）は，

放射性雲通過時において，5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密

室）を陽圧化し，希ガスを含む放射性物

質の侵入を防止するとともに，酸素濃度

及び二酸化炭素濃度を活動に支障がな

い範囲に維持するために必要な容量を

保管する設計とする。 

②【76 条 19】 

 

 

 

 

 

 待機場所の可搬型陽圧化空調機は，仮設

ダクトを用いて待機場所を陽圧化し，放射

性物質の侵入を低減できる設計とする。ま

た，陽圧化装置（空気ボンベ）は，放射性雲

通過時において，待機場所を陽圧化するこ

とにより，希ガスを含む放射性物質の侵入

を防止できる設計とする。②-13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 待機場所の可搬型陽圧化空調機は，仮設

ダクトを用いて待機場所を陽圧化し，放射

性物質の侵入を低減できる設計とする。ま

た，陽圧化装置（空気ボンベ）は，放射性

雲通過時において，待機場所を陽圧化する

ことにより，希ガスを含む放射性物質の侵

入を防止できる設計とする。◇1 （②-13） 

 

差圧計は，待機場所が陽圧化された状態で

あることを監視できる設計とする。 

◇3 （②-10） 

 

 主要な設備は以下のとおりとする。 

・5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

◇1 （①-11） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）高気密室（6号及び 7号炉共用） 

◇1 （①-12） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号

炉共用）◇1 （②-5） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及び

7号炉共用）◇1 （②-5） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）二酸化炭素吸収装置（6号及び 7号

炉共用）◇3 （①-10） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）可搬型外気取入送風機（6 号及び 7

号炉共用）◇1 （②-5） 

・差圧計（対策本部）（6 号及び 7 号炉共

用）◇1 （①-12） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2. 換気設備 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.2.4 緊急時対策所換気空

調系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-10 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）は，

放射性雲通過時において，5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所（待機場所）を陽圧

化することにより，希ガスを含む放射性

物質の侵入を防止するとともに，酸素濃

度及び二酸化炭素濃度を活動に支障が

ない範囲に維持するために必要な容量

を保管する設計とする。 

②【76 条 20】 

 

 

緊急時対策所換気空調系は，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し，機能を喪失

しないようにするとともに，5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所の気密性とあい

まって緊急時対策所の居住性に係る判

断基準を満足する設計とする。 

②【76 条 21】 

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所に

は，酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動

に支障がない範囲にあることを把握で

きるよう酸素濃度計（個数 2（予備 1））

及び二酸化炭素濃度計（個数 2（予備 1））

を保管する設計とする。 

②-14【76 条 22】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，酸素

濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障がな

い範囲にあることを把握できるよう酸素濃

度計及び二酸化炭素濃度計を保管する設計

とする②-14 とともに室内への希ガス等の

放射性物質の侵入を低減又は防止するため

の確実な判断ができるよう放射線量を監

視，測定するため，さらに 5 号炉原子炉建

屋内緊急時対策所陽圧化装置による加圧判

断のために使用する可搬型エリアモニタ及

び可搬型モニタリングポストを保管する設

計とする。②-1 

場所）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

◇1 （①-11） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）室内遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

◇1 （①-11） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号

炉共用）◇1 （②-6） 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及び

7号炉共用）◇1 （②-6） 

・差圧計（待機場所）（6 号及び 7 号炉共

用）◇1 （①-12） 

 

 本系統の流路として，5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所可搬型陽圧化空調機用仮

設ダクト，5号炉原子炉建屋内緊急時対策

所陽圧化装置（配管・弁）を重大事故等対

処設備として使用する。◇1 （②-9） 

 

b.  酸素及び二酸化炭素濃度の測定設備 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，酸

素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障

がない範囲にあることを把握できるよう

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を保管

する設計とする。◇1 （②-14） 

 

 主要な設備は以下のとおりとする。 

・酸素濃度計（対策本部）（6 号及び 7 号

炉共用）◇1 （②-14） 

・二酸化炭素濃度計（対策本部）（6号及び

7号炉共用）◇1 （②-14） 

・酸素濃度計（待機場所）（6 号及び 7 号

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.2.4 緊急時対策所換気空

調系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.2.4 緊急時対策所換気空

調系 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

a. 居住性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-11 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所に

は，室内への希ガス等の放射性物質の侵

入を低減又は防止するための確実な判

断ができるよう放射線量を監視，測定す

るため，さらに緊急時対策所換気空調系

の設備による加圧判断のために使用す

る可搬型エリアモニタ及び可搬型モニ

タリングポストを保管する設計とする。 

②-1【76 条 23】  

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所等に

設ける可搬型エリアモニタ（「6,7 号機共

用」（以下同じ。））及び可搬型モニタリン

グポスト（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

は，重大事故等時に 5号機原子炉建屋内

緊急時対策所内への希ガス等の放射性

物質の侵入を低減又は防止するための

確実な判断ができるよう放射線量を監

視，測定し，計測結果を記録及び保存で

きる設計とする。 

②-8【76 条 24】 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部・高気密室）には，重大事故等が

発生した場合においても当該事故等に

対処するために必要な指示ができるよ

う，重大事故等に対処するために必要な

情報を，中央制御室内の運転員を介さず

に正確，かつ速やかに把握できる情報収

集設備を設置する。 

③-1，③-2【76 条 25】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所には，重

大事故等が発生した場合においても当該事

故等に対処するために必要な指示ができる

よう，③-1重大事故等に対処するために必

要な情報を把握できる設備として，データ

伝送装置，緊急時対策支援システム伝送装

置及び SPDS 表示装置で構成する安全パラ

メータ表示システム（SPDS）を設置する。 

③-3 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）は，

重大事故等に対処するために必要な情報を

中央制御室内の運転員を介さずに 5 号炉原

子炉建屋内緊急時対策所において把握でき

る設計とする。 

③-2 

 

 

 

 

 

炉共用）◇1 （②-14） 

・二酸化炭素濃度計（待機場所）（6号及び

7号炉共用）◇1 （②-14） 

 

c.  放射線量の測定設備 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所には，

室内への希ガス等の放射性物質の侵入を

低減又は防止するための確実な判断がで

きるよう放射線量を監視，測定するため，

さらに 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

陽圧化装置による加圧判断のために使用

する可搬型エリアモニタ及び可搬型モニ

タリングポストを保管する設計とする。 

②-8 具体的な設備は以下のとおりとす

る。 

・可搬型エリアモニタ（対策本部）（6号及

び 7号炉共用）◇3 （②-8） 

・可搬型エリアモニタ（待機場所）（6号及

び 7号炉共用）◇3 （②-8） 

・可搬型モニタリングポスト（6 号及び 7

号炉共用）（8.1 放射線管理設備） 

◇3 （②-8） 

 

(2) 重大事故等に対処するために必要な

指示及び通信連絡に関わる設備 

a. 必要な情報を把握できる設備 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所には，

重大事故等が発生した場合においても当

該事故等に対処するために必要な指示が

できるよう，重大事故等に対処するために

必要な情報を把握できる設備として，デー

タ伝送装置，緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置で構成する安全パ

ラメータ表示システム（SPDS）を設置する。 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.1 中央制御室及び緊急時

対策所の居住性を確保するた

めの防護措置 

 

 

 

 

②-1 引用元：P10 

 

放射線管理施設 

1.1.2 エリアモニタリング

設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

b. 情報の把握 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-12 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 緊急時対策所の情報収集設備として，

事故状態等の必要な情報を把握するた

めに必要なパラメータ等を収集し，5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）内で表示できるよう，デ

ータ伝送装置，緊急時対策支援システム

伝送装置及び SPDS 表示装置で構成する

安全パラメータ表示システム（SPDS）（「7

号機設備」，「6,7 号機共用，5 号機に設

置」（以下同じ。））を設置する設計とす

る。なお，安全パラメータ表示システム

（SPDS）は，計測制御系統施設の設備を

緊急時対策所の設備として兼用する。 

③-3【76 条 26】  

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部・高気密室）には，重大事故等が

発生した場合においても発電所の内外

の通信連絡をする必要のある場所と通

信連絡できる設計とする。なお，5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所に設置又は

保管する通信連絡設備は，計測制御系統

施設の設備を緊急時対策所の設備とし

て兼用する。 

④-1【76 条 27】 

 

 緊急時対策支援システム（ERSS）等へ

必要なデータを伝送できる緊急時対策

支援システム伝送装置で構成するデー

タ伝送設備については，重大事故等が発

生した場合においても必要なデータを

伝送できる設計とする。 

④【76 条 28】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所には，重

大事故等が発生した場合においても発電所

の内外の通信連絡をする必要のある場所と

通信連絡を行うための設備として，無線連

絡設備，衛星電話設備，統合原子力防災ネ

ットワークを用いた通信連絡設備，携帯型

音声呼出電話設備及び 5 号炉屋外緊急連絡

用インターフォンを設置又は保管する。 

④-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇1 （③-1，③-3） 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS）は，

重大事故等に対処するために必要な情報

を中央制御室内の運転員を介さずに 5 号

炉原子炉建屋内緊急時対策所において把

握できる設計とする。◇1 （③-2） 

 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

・安全パラメータ表示システム（SPDS）（緊

急時対策支援システム伝送装置及び SPDS

表示装置は 6 号及び 7 号炉共用）（10.12 

通信連絡設備）◇1 （③-3） 

 

b. 通信連絡設備 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所には，

重大事故等が発生した場合においても発

電所の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うための設備として，

無線連絡設備，衛星電話設備，統合原子力

防災ネットワークを用いた通信連絡設備，

携帯型音声呼出電話設備及び 5 号炉屋外

緊急連絡用インターフォンを設置又は保

管する。◇1 （④-1） 

 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

・衛星電話設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.12 通信連絡設備）◇1 （④-1） 

・無線連絡設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.12 通信連絡設備）◇1 （④-1） 

・統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備（6号及び7号炉共用）（10.12 

通信連絡設備）◇1 （④-1） 

・携帯型音声呼出電話設備（6号及び 7号

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

b. 情報の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-3 引用元：P11 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

c. 通信連絡 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

c. 通信連絡 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-13 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，

全交流動力電源が喪失した場合に，5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

からの給電が可能な設計とする。なお，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備は，放射性雲通過時におい

て，燃料を補給せずに運転継続できる設

計とする。 

⑤-1，⑤-4【76 条 29】  

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，１台で 5号機原子炉建

屋内緊急時対策所に給電するために必

要な容量を有するものを，燃料補給時の

切替えを考慮して，2 台を１セットとし

て使用することに加え，予備を 3台保管

することで，多重性を有する設計とす

る。⑤-2【76 条 30】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，全交

流動力電源が喪失した場合に，5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から

の給電が可能な設計とする。 

⑤-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備は，１台で 5 号炉原子炉建屋内

緊急時対策所に給電するために必要な容量

を有するものを，燃料補給時の切替えを考

慮して，2台を１セットとして使用すること

に加え，予備を 3 台保管することで，多重

性を有する設計とする。 

⑤-2 

 

 

 

 

 

 

 

炉共用）（10.12 通信連絡設備）◇1 （④-1） 

・5号炉屋外緊急連絡用インターフォン（6

号及び 7号炉共用）（10.12 通信連絡設備） 

◇1 （④-1） 

 

(3) 代替電源設備からの給電 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，全

交流動力電源が喪失した場合に，5号炉原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備からの給電が可能な設計とする。 

◇1 （⑤-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，１台で 5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所に給電するために必要な

容量を有するものを，燃料補給時の切替え

を考慮して，2台を１セットとして使用す

ることに加え，予備を 3 台保管すること

で，多重性を有する設計とする。 

◇1 （⑤-2） 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備の燃料は，燃料補給設備であ

る軽油タンク及びタンクローリ（4kL）に

より補給できる設計とする。 

◇1 （⑤-3） 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(3) 代替交流電源の確保 

 

非常用電源設備 

2.4.3 緊急時対策所代替電

源設備 

 

 

⑤-4 引用元：P15 

 

 

 

緊急時対策所 

1.1.2 設計方針 

(3) 代替交流電源の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-14 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備（「6,7 号機共用」（以下同

じ。））は，5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所用受電盤（「6,7 号機共用，5号機に

設置」（以下同じ。））（440V,225A のもの

を 1 個），5号機原子炉建屋内緊急時対策

所用主母線盤（「6,7 号機共用，5号機に

設置」（以下同じ。））（150kVA,440/220-

110V のものを 1 個），5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所用交流 110V 分電盤 1

（「6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同

じ。））（110V,225A のものを 1 個），5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所用交流

110V 分電盤 2（「6,7 号機共用，5号機に

設置」（以下同じ。））（110V,225A のもの

を 1 個），5号機原子炉建屋内緊急時対策

所用交流 110V 分電盤 3（「6,7 号機共用，

5号機に設置」（以下同じ。））（110V,225A

のものを 1個），可搬ケーブル（6,7 号機

共用，7号機に保管）（440V,290A のもの

を 1相分 1本の 3相分 3本を 1セット及

び 1 相分 2本の 3相分 6本を 3セット）

を経由して5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部）可搬型陽圧化空調機（フ

ァン），5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）可搬型外気取入送風機，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）可搬型陽圧化空調機（ファン），衛星

電話設備（常設）（6,7 号機共用，5号機

に設置），統合原子力防災ネットワーク

を用いた通信連絡設備（テレビ会議シス

テム，IP-電話機及び IP-FAX）（6,7 号機

共用，5号機に設置），安全パラメータ表

示システム（SPDS）（6,7 号機共用，5号

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

用可搬型電源設備は，放射性雲が通過時に

おいて，燃料を補給せずに運転できる設計

とする。◇1 （⑤-4） 

 

 主要な設備は，以下のとおりとする。 

・5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備（6号及び 7号炉共用） 

◇1 （⑤-4） 

・負荷変圧器（6号及び 7号炉共用） 

・交流分電盤（6号及び 7号炉共用） 

・可搬ケーブル（6号及び 7号炉共用） 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備）◇5  

 

 燃料補給設備については，「10.2 代替電

源設備」に記載する。◇2  

 

 衛星電話設備，無線連絡設備，携帯型音

声呼出電話設備及び統合原子力防災ネッ

トワークを用いた通信連絡設備について

は，「10.12 通信連絡設備」に記載する。 

◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用電源設備 

2.4.3 緊急時対策所代替電

源設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-15 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

機に設置）等へ給電できる設計とする。 

⑤【76 条 31】  

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，軽油タンクからタンク

ローリ（4kL）を用いて燃料を補給できる

設計とする。 

⑤-3【76 条 32】  

 

 

 

 

 

 

（多様性，多重性，独立性及び位置的分

散） 

 基本方針については，「5.1.2 多様

性，位置的分散等」に示す。Ⅰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備の燃料は，燃料補給設備である

軽油タンク及びタンクローリ（4kL）により

補給できる設計とする。⑤-3 

 

 なお，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用

可搬型電源設備は，放射性雲が通過時にお

いて，燃料を補給せずに運転できる設計と

する。⑤-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.9.2.2.1 多様性，多重性，独立性及び

位置的分散 

 基本方針については，「1.1.7.1 多様

性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。

Ⅰ 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の対

策本部は，中央制御室から独立した 5号炉

原子炉建屋と一体の遮蔽並びに換気空調

設備として，可搬型陽圧化空調機，陽圧化

装置（空気ボンベ），二酸化炭素吸収装置，

可搬型外気取入送風機，差圧計，酸素濃度

計，二酸化炭素濃度計及び可搬型エリアモ

ニタを有し，換気空調設備の電源を 5号炉

原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源

設備から給電できる設計とする。待機場所

は，中央制御室から独立した 5号炉原子炉

建屋及びそれと一体の遮蔽及び室内遮蔽

並びに換気空調設備として，可搬型陽圧化

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則 54 条の要求事

項に関する基本方針につい

て，呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用電源設備 

4.3 その他発電装置の燃料

補給設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-16 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空調機及び陽圧化装置（空気ボンベ），差

圧計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及び

可搬型エリアモニタを有し，換気空調設備

の電源を 5 号原子炉建屋内緊急時対策所

用可搬型電源設備から給電できる設計と

する。これらは中央制御室に対して独立性

を有した設備により居住性を確保できる

設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所，対策

本部の遮蔽，高気密室，可搬型陽圧化空調

機，陽圧化装置（空気ボンベ），二酸化炭

素吸収装置，可搬型外気取入送風機，差圧

計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及び可

搬型エリアモニタ並びに待機場所の遮蔽，

室内遮蔽，可搬型陽圧化空調機，陽圧化装

置（空気ボンベ），差圧計，酸素濃度計，

二酸化炭素濃度計及び可搬型エリアモニ

タは，中央制御室とは離れた 5号炉原子炉

建屋に保管又は設置することで，共通要因

によって同時に機能を損なわないよう位

置的分散を図る設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，6号及び 7号炉原子炉建

屋内に設置する非常用交流電源設備とは

離れた建屋の屋外に保管することで共通

要因によって同時に機能を損なわないよ

う，位置的分散を図る設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電設備は，中央制御室の電源である非

常用交流電源設備と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう，電源の冷却方

式を空冷式とすることで多様性を有する

設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-17 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

（悪影響防止） 

 基本方針については，「5.1.3 悪影響

防止等」に示す。Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬型電源設備は，１台で 5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所に給電するために必要な

容量を有するものを，燃料補給時の切替え

を考慮して，2台を１セットとして使用す

ることに加え，予備を 3 台保管すること

で，多重性を有する設計とする。◇4  

 

 

10.9.2.2.2 悪影響防止 

 基本方針については，「1.1.7.1 多様

性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。

Ⅱ 

 

 対策本部の遮蔽及び待機場所の遮蔽は，

5 号炉原子炉建屋と一体のコンクリート

構造物とし，倒壊等により他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。待機場所の室

内遮蔽は，建屋床面に設置する鋼構造物と

し，倒壊等により他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。◇4  

 対策本部の可搬型陽圧化空調機，陽圧化

装置（空気ボンベ）及び可搬型外気取入送

風機並びに待機場所の可搬型陽圧化空調

機及び陽圧化装置（空気ボンベ）は，通常

時に接続先の系統と分離された状態であ

ること及び重大事故等時は重大事故等対

処設備として系統構成ができることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

◇4  

 対策本部の二酸化炭素吸収装置，差圧

計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及び差

圧計及び可搬型エリアモニタ並びに待機

場所の差圧計，酸素濃度計，二酸化炭素濃

度計，可搬型エリアモニタは，他の設備か

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則 54 条の要求事

項に関する基本方針につい

て，呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-18 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（共用の禁止） 

 基本方針については，「5.1.3 悪影響

防止等」に示す。Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ら独立して使用することで，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。◇4  

 また，対策本部の可搬型陽圧化空調機，

陽圧化装置（空気ボンベ），二酸化炭素吸

収装置及び可搬型外気取入送風機並びに

待機場所の可搬型陽圧化空調機及び陽圧

化装置（空気ボンベ）は，固縛等実施する

ことで他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。◇4  

 対策本部の可搬型陽圧化空調機，可搬型

外気取入送風機及び二酸化炭素吸収装置

並びに待機場所の可搬型陽圧化空調機は，

飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備，負荷変圧器，交流分電盤及

び可搬ケーブルは，通常時は遮断器により

他の設備から切り離すことで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備，負荷変圧器，交流分電盤及

び可搬ケーブルは，固縛等実施することで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。◇4  

 

 

 

10.9.2.2.3 共用の禁止 

 基本方針については，「1.1.7.1 多様

性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則 54 条の要求事

項に関する基本方針につい

て，呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-19 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部・高気密室）及び 5号機原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）は，事故

対応において6号機及び7号機双方のプ

ラント状況を考慮した指揮命令を行う

必要があるため，5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所（対策本部・高気密室）及び

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）を 6号機及び 7号機で共用とし，

事故収束に必要な緊急時対策所遮蔽，緊

急時対策所換気空調設備，重大事故等に

対処するために必要な情報を把握でき

る設備等を設置する。共用により，必要

な情報（相互のプラント状況，運転員の

対応状況等）を共有・考慮しながら，総

合的な管理（事故対応を含む。）を行うこ

とで，安全性の向上が図れることから，

6 号機及び 7 号機で共用する設計とす

る。各設備は，共用により悪影響を及ぼ

さないよう，号機の区分けなく使用でき

る設計とする。Ⅲ-1【76 条 33】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，事

故対応において 6 号及び 7 号炉双方のプ

ラント状況を考慮した指揮命令を行う必

要があるため，対策本部及び待機場所を共

用化し，事故収束に必要な緊急時対策所遮

蔽，緊急時対策所換気空調設備，重大事故

等に対処するために必要な情報を把握で

きる設備等を設置する。共用により，必要

な情報（相互のプラント状況，運転員の対

応状況等）を共有・考慮しながら，総合的

な管理（事故処置を含む。）を行うことで，

安全性の向上が図れることから，6号及び

7号炉で共用する設計とする。各設備は，

共用により悪影響を及ぼさないよう，号炉

の区分けなく使用できる設計とする。 

Ⅲ-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所 

2. 設備の共用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-20 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用受

電盤，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

用主母線盤，5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所用交流 110V 分電盤 1，5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電

盤2及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策

所用交流 110V 分電盤 3は，5号機原子炉

建屋内緊急時対策所の設備であり，5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所の共用に

より，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しな

がら，総合的な管理（事故対応を含む。）

を行うことで，安全性の向上が図れるこ

とから，6 号機及び 7 号機で共用する設

計とする。5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所用受電盤，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所用主母線盤，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所用交流 110V 分電盤 1，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所用交流

110V 分電盤 2 及び 5 号機原子炉建屋内

緊急時対策所用交流 110V 分電盤 3 は，

共用により悪影響を及ぼさないよう，6

号機及び7号機を5号機原子炉建屋内緊

急時対策所用 6/7 号機電源切替盤（6,7

号機共用）（480V,225A のものを 1個）の

遮断器により系統を隔離して使用する

設計とする。 

Ⅲ【76 条 34】 

 

（容量等） 

 基本方針については，「5.1.4 容量

等」に示す。Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.9.2.2.4 容量等 

 基本方針については，「1.1.7.2 容量

等」に示す。Ⅳ 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，想

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則 54 条の要求事

項に関する基本方針につい

て，呼び込む旨を記載。 

非常用電源設備 

5. 設備の共用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-21 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定される重大事故等時において，重大事故

等に対処するために必要な指示を行う要

員に加え，原子炉格納容器の破損等による

発電所外への放射性物質の拡散を抑制す

るために必要な対策を行う要員として，対

策本部に最大 86 名，待機場所に最大 98名

を収容することで，合計 184 名を収容でき

る設計とする。また，対策要員等が 5号炉

原子炉建屋内緊急時対策所に 7 日間とど

まり重大事故等に対処するために必要な

数量の放射線管理用資機材や食料等を配

備できる設計とする。◇4  

 対策本部の可搬型陽圧化空調機は，対策

要員の放射線被ばくを低減及び防止する

とともに，高気密室内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度を活動に支障がない範囲に維

持するために必要な換気容量を有する設

計とする。保有数は，6号及び 7号炉共用

で 1セット 1台に加えて，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用

として 1台（6号及び 7号炉共用）の合計

2台を保管する。◇4  

 対策本部の可搬型外気取入送風機は，必

要な換気容量を有するもの 1 セット 2 台

使用する。保有数は，6号及び 7号炉共用

で 1セット 2台に加えて，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用

として 1台（6号及び 7号炉共用）の合計

3台を保管する。◇4  

 対策本部の陽圧化装置（空気ボンベ）は，

重大事故時において対策本部の居住性を

確保するため，高気密室を陽圧化し，高気

密室内へ希ガスを含む放射性物質の侵入

を防止するとともに，酸素濃度及び二酸化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-22 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炭素濃度を活動に支障がない範囲に維持

するために必要な容量に加え，故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアッ

プを考慮し，十分な容量を保管する。◇4  

 対策本部の二酸化炭素吸収装置は，重大

事故時に陽圧化装置（空気ボンベ）により

高気密室を陽圧化する場合において，対策

要員等が二酸化炭素濃度の増加により窒

息することを防止できる処理容量を有す

る設計とする。保有数は，6号及び 7号炉

共用で 1台に加えて，故障時及び保守点検

による待機除外時のバックアップ用とし

て 1台（6号及び 7号炉共用）の合計 2台

を設置する設計とする。◇3 （②-11）,◇4  

 待機場所の可搬型陽圧化空調機は，対策

要員の放射線被ばくを低減及び防止する

とともに，待機場所内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度を活動に支障がない範囲に維

持するために必要な換気容量を有する設

計とする。保有数は，6号及び 7号炉共用

で 1セット 2台に加えて，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用

として 1台（6号及び 7号炉共用）の合計

3台を保管する設計とする。◇4  

 待機場所の陽圧化装置（空気ボンベ）は，

重大事故時において待機場所の居住性を

確保するため，待機場所を陽圧化し，待機

場所へ希ガスを含む放射性物質の侵入を

防止するとともに，酸素濃度及び二酸化炭

素濃度を活動に支障がない範囲に維持す

るために必要な容量に加え，故障時及び保

守点検による待機除外時のバックアップ

を考慮し，十分な容量本を保管する。◇4  

 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，高

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-23 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気密室及び待機場所の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度が活動に支障がない範囲範囲

内であることの測定が可能なものを，対策

本部及び待機場所それぞれで 1 台使用す

る。保有数は，6号及び 7号炉共用で対策

本部及び待機場所それぞれ 1台に加え，故

障時及び保守点検時による待機除外時の

バックアップ用として 1台（6号及び 7号

炉共用，対策本部と待機場所で共用）の合

計 3台を保管する。◇3 （②-14）,◇4  

 

 差圧計は，5号炉原子炉建屋内緊急時対

策所の陽圧化された室内と周辺エリアと

の差圧範囲を監視できるものを，対策本部

及び待機場所それぞれで 1台使用する。保

有数は，6号及び 7号炉共用で対策本部及

び待機場所それぞれ 1台に加え，故障時及

び保守点検による待機除外時のバックア

ップ用として 1台（6号及び 7号炉共用，

対策本部と待機場所で共用）の合計 3台を

保管する。②-10,◇4  

 可搬型エリアモニタは，重大事故時にお

いて，対策本部内及び待機場所内の放射線

量の監視に必要な測定範囲を有するもの

を，対策本部及び待機場所それぞれで 1台

使用する。保有数は，6号及び 7号炉共用

で対策本部及び待機場所それぞれ 1 台に

加え，故障時及び保守点検による待機除外

時のバックアップ用として 1台（6号及び

7号炉共用，対策本部と待機場所で共用）

の合計 3台を保管する。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，1台で 5号炉原子炉建屋

内緊急時対策所に給電するために必要な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-24 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境条件等） 

 基本方針については，「5.1.5 環境条

件等」に示す。Ⅴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容量を有するものを，補給時の切替えを考

慮し，2台を 1セットとして使用する。保

有数は，6 号及び 7号炉共用で 1 セット 2

台に加え，故障対応時及び保守点検時のバ

ックアップ用として 3 台の合計 5 台を保

管する。◇4  

 

 

 

10.9.2.2.5 環境条件等 

 基本方針については，「1.1.7.3 環境条

件等」に示す。Ⅴ 

 

 対策本部の遮蔽及び待機場所の遮蔽は

5 号炉原子炉建屋と一体設置した屋外設

備であり，重大事故等時の環境条件を考慮

した設計とする。◇4  

 対策本部の高気密室，可搬型陽圧化空調

機，陽圧化装置（空気ボンベ），二酸化炭

素吸収装置，可搬型外気取入送風機，差圧

計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及び可

搬型エリアモニタ，待機場所の室内遮蔽，

可搬型陽圧化空調機，陽圧化装置（空気ボ

ンベ），差圧計，酸素濃度計，二酸化炭素

濃度計及び可搬型エリアモニタ並びに負

荷変圧器，交流分電盤及び可搬ケーブル

は，5 号炉原子炉建屋内に設置又は保管

し，想定される重大事故等時における環境

条件を考慮した設計とする。可搬型陽圧化

空調機，陽圧化装置（空気ボンベ），二酸

化炭素吸収装置，可搬型外気取入送風機差

圧計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計，可

搬型エリアモニタ及び負荷変圧器の操作

は，設置場所で可能な設計とする。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則 54 条の要求事

項に関する基本方針につい

て，呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-25 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

（操作性の確保） 

 基本方針については，「5.1.6 操作性

及び試験・検査性」に示す。Ⅵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，屋外に保管及び設置し，

想定される重大事故等時における環境条

件を考慮した設計とする。操作は，設置場

所で可能な設計とする。◇4  

 

 

 

10.9.2.2.6 操作性の確保 

 基本方針については，「1.1.7.4 操作性

及び試験・検査性」に示す。Ⅵ 

 

 対策本部の換気空調設備である可搬型

陽圧化空調機，陽圧化装置（空気ボンベ），

二酸化炭素吸収装置及び可搬型外気取入

送風機及び差圧計並びに待機場所の換気

空調設備である可搬型陽圧化空調機，陽圧

化装置（空気ボンベ），及び差圧計は，設

計基準対象施設と兼用せず，他の系統と切

り替えることなく使用できる設計とする。

◇4  

 可搬型陽圧化空調機は，付属の操作スイ

ッチにより，設置場所での操作が可能な設

計とする。可搬型陽圧化空調機は，対策本

部又は待機場所近傍に保管することで，速

やかに対策本部の高気密室又は待機場所

を陽圧化できる設計とする。可搬型陽圧化

空調機と接続口との接続は簡便な接続と

し，一般的な工具を用いて容易かつ確実に

接続できる設計とする。◇4  

 陽圧化装置（空気ボンベ）は，対策本部

又は待機場所近傍に保管し，設置場所及び

対策本部内又は待機場所内での弁の手動

操作により，速やかに対策本部の高気密室

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-26 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

又は待機場所を陽圧化できる設計とする。

◇4  

 二酸化炭素吸収装置は，付属の操作スイ

ッチにより，設置場所での操作が可能な設

計とする。◇4  

 可搬型外気取入送風機は，付属の操作ス

イッチにより，設置場所での操作が可能な

設計とする。可搬型外気取入送風機は，人

力により持ち運びが可能な設計とすると

ともに，設置場所にて固定等が可能な設計

とする。◇4  

 可搬型外気取入送風機と仮設ダクトの

接続については，簡便な接続とし，一般的

に使用される工具を用いて容易かつ確実

に接続することができる設計とする。◇4  

 差圧計の接続は，簡便な接続とし，容易

かつ確実に接続でき，指示を監視できる設

計とする。差圧計は，人力により容易に持

ち運びが可能な設計とする。◇4  

 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，想

定される重大事故等時において，設計基準

対処施設として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備として使用す

る設計とする。酸素濃度計は及び二酸化炭

素計は，人力により容易に持ち運びが可能

な設計とするとともに，付属の操作スイッ

チにより，使用場所で操作が可能な設計と

する。◇4  

 可搬型エリアモニタは，設計基準対象施

設と兼用せず，他の系統と切り替えること

なく使用できる設計とする。可搬型エリア

モニタは，人力により容易に持ち運びが可

能な設計とするとともに，設置場所にて固

定等が可能な設計とする。可搬型エリアモ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-27 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（試験検査） 

 基本方針については，「5.1.6 操作性

及び試験・検査性」に示す。Ⅶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニタは，付属の操作スイッチにより，設置

場所で操作が可能な設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備，負荷変圧器，交流分電盤及

び可搬ケーブルは，設計基準対象施設と兼

用せず，他の系統と切り替えることなく使

用できる設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備は，付属の操作スイッチによ

り，設置場所で使用するための操作が可能

な設計とする。◇4  

 負荷変圧器は遮断器を切替えることに

より，給電の切替えが可能な設計とする。 

◇4  

 可搬ケーブルは，人力による持ち運びが

可能な設計とする。◇4  

 

10.9.2.3  主要設備及び仕様 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の主

要設備及び仕様を第 10.9－2 表に示す。◇2  

 

10.9.2.4  試験検査 

 基本方針については，「1.1.7.4 操作性

及び試験・検査性」に示す。Ⅶ 

 

 対策本部の遮蔽並びに待機場所の遮蔽

及び室内遮蔽は，発電用原子炉の運転中又

は停止中に外観の確認が可能な設計とす

る。◇4  

 対策本部の高気密室，可搬型陽圧化空調

機，可搬型外気取入送風機，陽圧化装置（空

気ボンベ）及び二酸化炭素吸収装置並びに

待機場所の可搬型陽圧化空調機及び陽圧

化装置（空気ボンベ）は，発電用原子炉の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・技術基準規則 54 条の要求事

項に関する基本方針につい

て，呼び込む旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基本設計方針には記載

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-28 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）の遮蔽は，チ,(1),(ⅴ)遮蔽設

備にて記載する。□3  

 

 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）の換気設備は，チ,(1),(ⅵ)換

気空調設備にて記載する。□3  

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の可搬

型モニタリングポスト，並びに 5 号炉原子

炉建屋内緊急時対策所（対策本部）及び 5号

炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）

の可搬型エリアモニタは，チ,(1),(ⅲ)放射

線監視設備にて記載する。□3  

 

運転中又は停止中に機能・性能検査及び外

観の確認が可能な設計とする。◇4  

 差圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度

計は，機能・性能の確認（特性の確認）及

び校正が可能なように，標準器等による模

擬入力ができる設計とする。◇4  

 可搬型エリアモニタは，校正用線源によ

る機能・性能の確認（特性の確認）及び校

正ができる設計とする。◇4  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備，負荷変圧器，交流分電盤及

び可搬ケーブルは，発電用原子炉の運転中

又は停止中に機能・性能検査及び外観の確

認が可能な設計とする。◇4  

 

第 10.9－1 表 緊急時対策所の主要機器

仕様◇5  

(1) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

a.  5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

個  数    一式 

b.  5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

個  数    一式 

c.  安全パラメータ表示システム（SPDS） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様に記載す

る。 

 

d.  通信連絡設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-29 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全パラメータ表示システム（SPDS），衛

星電話設備，無線連絡設備，携帯型音声呼

出電話設備，統合原子力防災ネットワーク

を用いた通信連絡設備及び 5 号炉屋外緊急

連絡用インターフォンは，ヌ,(3),(ⅶ)通信

連絡設備にて記載する。□3  

 

 燃料補給設備は，ヌ,(2),(ⅳ)代替電源設

備に記載する。□3  

 

［常設重大事故等対処設備］ 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）遮蔽（6号及び 7号炉共用）□2  

（チ,(1),(ⅴ)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）高気密室（6号及び 7号炉共用）□5  

個  数    1 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）二酸化炭素吸収装置（6号及び 7号炉共

用）□4 (②-11) 

（チ,(1),(ⅵ)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）遮蔽（6号及び 7号炉共用）□2  

（チ,(1),(ⅴ)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）室内遮蔽（6号及び 7号炉共用）□2  

（チ,(1),(ⅴ)と兼用） 

安全パラメータ表示システム（SPDS）（緊急

時対策支援システム伝送装置及び SPDS 表

示装置は 6号及び 7号炉共用）□6  

（ヌ,(3),(ⅶ)と兼用） 

 

無線連絡設備（常設）（6号及び 7号炉共用） 

（ヌ,(3),(ⅶ)と兼用）□6  

(a) 送受話器（6号及び 7号炉共用） 

第 10.12－1 表 通信連絡設備の一覧表に

記載する。 

(b) 電力保安通信用電話設備（6号及び 7

号炉共用） 

第 10.12－1 表 通信連絡設備の一覧表に

記載する。 

(c) テレビ会議システム（6号及び 7号炉

共用） 

第 10.12－1 表 通信連絡設備の一覧表に

記載する。 

(d) 専用電話設備（6号及び 7号炉共用） 

第 10.12－1 表 通信連絡設備の一覧表に

記載する。 

(e) 衛星電話設備（社内向）（6号及び 7号

炉共用） 

第 10.12－1 表 通信連絡設備の一覧表に

記載する。 

(f) 無線連絡設備（常設）（6 号及び 7 号

炉共用） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様に記載す

る。 

(g) 衛星電話設備（常設）（6 号及び 7 号

炉共用） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様に記載す

る。 

(h) 統合原子力防災ネットワークを用い

た通信連絡設備（6号及び 7号炉共用） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様に記載す

る。 

(i) 携帯型音声呼出電話設備（6号及び 7

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-30 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛星電話設備（常設）（6号及び 7号炉共用） 

（ヌ,(3),(ⅶ)と兼用）□3  

統合原子力防災ネットワークを用いた通信

連絡設備（6号及び 7号炉共用）□6  

（ヌ,(3),(ⅶ)と兼用） 

5 号炉屋外緊急連絡用インターフォン（6号

及び 7号炉共用）□6  

（ヌ,(3),(ⅶ)と兼用） 

 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号炉共

用）□2  

（チ,(1),(ⅵ)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）可搬型外気取入送風機（6号及び 7号炉

共用）□2  

（チ,(1),(ⅵ)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）陽圧化装置（空気ボンベ）（6 号及び 7

号炉共用）□2  

（チ,(1),(ⅵ)と兼用） 

差圧計（対策本部）（6号及び 7号炉共用） 

個  数    1（予備 1※）□4 (②-10) 

酸素濃度計（対策本部）（6号及び 7号炉共

用） 

個  数    1（予備 1※）□4 (②-14) 

二酸化炭素濃度計（対策本部）（6 号及び 7

号炉共用） 

個  数    1（予備 1※）□4 (②-14) 

可搬型エリアモニタ（対策本部）（6号及び

7号炉共用）□2  

個  数    1（予備 1※） 

可搬型モニタリングポスト（6 号及び 7 号

号炉共用） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様に記載す

る。 

e.  酸素濃度計（対策本部）（6 号及び 7

号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

個  数    1（予備 1※1） 

※1 「待機場所」と兼用 

測定範囲    0～100% 

f.  二酸化炭素濃度計（対策本部）（6号

及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

個  数    1（予備 1※１） 

※1 「待機場所」と兼用 

測定範囲    0～10,000ppm 

g.  酸素濃度計（待機場所）（6 号及び 7

号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

個  数    1（予備 1※2） 

※2 「対策本部」と兼用 

測定範囲    0～100% 

 

h.  二酸化炭素濃度計（待機場所）（6号

及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

個  数    1（予備 1※2） 

※2 「対策本部」と兼用 

測定範囲    0～10,000ppm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-31 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉共用）□2  

（チ,(2)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号炉共

用）□2  

（チ,(1),(ⅵ)と兼用） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）陽圧化装置（空気ボンベ）（6 号及び 7

号炉共用）□2  

（チ,(1),(ⅵ)と兼用） 

差圧計（待機場所）（6号及び 7号炉共用） 

個  数    1（予備 1※）□4 (②-10) 

酸素濃度計（待機場所）（6号及び 7号炉共

用） 

個  数    1（予備 1※）□4 (②-14) 

二酸化炭素濃度計（待機場所）（6 号及び 7

号炉共用） 

個  数    1（予備 1※）□4 (②-14) 

可搬型エリアモニタ（待機場所）（6号及び

7号炉共用）□2  

個  数    1（予備 1※） 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備（6号及び 7号炉共用）□2  

個  数    2（予備 3） 

容  量    約 200kVA/個 

※「対策本部」と「待機場所」で兼用 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10.9－2表 緊急時対策所（重大事故等

時）の主要機器仕様◇5  

(1) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部） 

a. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）高気密室（6号及び 7号炉共用） 

個  数    1 

b. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様に

記載する。 

c. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型陽圧化空調機（6 号及び 7

号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕

様に記載する。 

d. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型外気取入送風機（6号及び

7号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕

様に記載する。 

e. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及

び 7号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕

様に記載する。 

f. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）二酸化炭素吸収装置（6 号及び 7

号炉共用） 

台   数   1(予備 1)  

風   量      m3/h/台 

吸収剤能力        m3/kg 

g. 差圧計（対策本部）（6 号及び 7 号炉

共用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-32 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個  数    1（予備 1※１） 

※1 「待機場所」と兼用 

h. 酸素濃度計（対策本部）（6号及び 7号

炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等） 

個  数    1（予備 1※1） 

※1 「待機場所」と兼用 

測定範囲    0～100% 

i. 二酸化炭素濃度計（対策本部）（6 号

及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等） 

個  数    1（予備 1※１） 

※1 「待機場所」と兼用 

測定範囲    0～10,000ppm 

j. 可搬型エリアモニタ（対策本部）（6号

及び 7号炉共用） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故

等時）の主要機器仕様に記載する。 

k. 可搬型モニタリングポスト（6号及び

7号炉共用） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故

等時）の主要機器仕様に記載する。 

l. 5 号炉屋外緊急連絡用インターフォ

ン（6号及び 7号炉共用） 

第 10.12－2 表 通信連絡を行うために必

要な設備（常設）の主要機器仕様に記載す

る。 

 

(2) 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所） 

a. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-33 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様に

記載する。 

b. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）室内遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

第 8.3－1 表 遮蔽設備の主要機器仕様に

記載する。 

 c. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）可搬型陽圧化空調機（6号及

び 7号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕

様に記載する。 

d. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及

び 7号炉共用） 

第 8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕

様に記載する。 

e. 差圧計（待機場所）（6 号及び 7 号炉

共用） 

個  数    1（予備 1※2） 

※2 「対策本部」と兼用 

f. 酸素濃度計（待機場所）（6号及び 7号

炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等） 

個  数    1（予備 1※2） 

※2 「対策本部」と兼用 

測定範囲    0～100% 

g. 二酸化炭素濃度計（待機場所）（6 号

及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等） 

個  数    1（予備 1※2） 

※2 「対策本部」と兼用 

測定範囲    0～10,000ppm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-34 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）遮蔽，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（待機場所）遮蔽，5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内

遮蔽，二次遮蔽壁及び補助遮蔽は，「2.1 

中央制御室及び緊急時対策所の居住性

を確保するための防護措置」に示す居住

性に係る判断基準を満足する設計とす

る。②【76 条 35】   

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ 放射線管理施設の構造及び設備 

(1)屋内管理用の主要な設備の種類 

(ⅴ)遮蔽設備 

b. 緊急時対策所遮蔽 

 重大事故等が発生した場合においても，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所で当該重大

事故等に対処するために必要な遮蔽設備と

して，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）遮蔽，5号炉原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）遮蔽及び 5 号炉原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽を

設置する設計とする。①-11 

 

 

 

 

h. 可搬型エリアモニタ（待機場所）（6号

及び 7号炉共用） 

第 8.1－2 表 放射線管理設備（重大事故

等時）の主要機器仕様に記載する。 

 

(3) 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可

搬型電源設備（6号及び 7号炉共用） 

エンジン 

個  数    2 （予備 3） 

使用燃料    軽油 

発電機 

個  数    2 （予備 3） 

種  類    横軸回転界磁 3相同期 

        発電機 

容  量    約 200kVA/台 

力  率    0.8 

電  圧    440V 

周 波 数    50Hz 

 

8. 放射線管理施設 

8.3  遮蔽設備 

8.3.1  概要 

 緊急時対策所には，重大事故等が発生し

た場合においても，当該事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員がとどまる

ことができるよう，緊急時対策所の居住性

を確保するための遮蔽設備として，緊急時

対策所遮蔽を設置する設計とする。 

◇1 （①-11） 

8.3.4  主要設備 

8.3.4.8  緊急時対策所遮蔽（6号及び 7

号炉共用） 

(1) 重大事故等対処設備 

 緊急時対策所遮蔽として，5号炉原子炉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理施設 

2.3 生体遮蔽装置 

  

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-35 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

 

 

 

 

 

 

 緊急時対策所遮蔽は，重大事故等が発生

した場合において，5号炉原子炉建屋内緊急

時対策所の気密性及び換気設備の性能とあ

いまって，居住性に係る判断基準である緊

急時対策所にとどまる要員の実効線量が事

故後７日間で 100mSv を超えない設計とす

る。②-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本設備については，ヌ,(3),（ⅵ）緊急時

対策所に記載する。 

［常設重大事故等対処設備］ 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式□2  

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式□2  

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）室内遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）遮蔽及び 5号炉原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）室内遮蔽を設ける。 

◇1 （①-11） 

 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部）遮蔽は，重大事故が発生した場合に

おいて，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）高気密室の気密性及び緊急時

対策所換気空調設備の機能とあいまって，

対策本部にとどまる要員の実効線量が 7

日間で 100mSv を超えない設計とする。 

◇1 （②-2） 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）遮蔽及び室内遮蔽は，待機場所の気

密性及び緊急時対策所換気空調設備の機

能とあいまって，待機場所にとどまる要員

の実効線量が 7日間で 100mSv を超えない

設計とする。◇1 （②-2） 

 

 本設備については，「10.9 緊急時対策

所」に記載する。◇2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-36 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

（「緊急時対策所」と兼用） 

一式□2  

(ⅵ)換気空調設備 

e. 緊急時対策所換気空調設備 

 重大事故等が発生した場合においても，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所で当該重大

事故等に対処するために必要な換気空調設

備として 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）に，5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）可搬型陽圧化空調機，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）

可搬型外気取入送風機，5号炉原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置（空気

ボンベ），5号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）二酸化炭素吸収装置，酸素濃

度計（対策本部），二酸化炭素濃度計（対策

本部），差圧計（対策本部）及び可搬型エリ

アモニタ（対策本部）を設置及び保管する

設計とする。②-5 

 また 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）に，5号炉原子炉建屋内緊急時

対策所（待機場所）可搬型陽圧化空調機，5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）

陽圧化装置（空気ボンベ），酸素濃度計（待

機場所），二酸化炭素濃度計（待機場所），差

圧計（待機場所）及び可搬型エリアモニタ

（待機場所）を設置及び保管する設計とす

る。②-6 

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所の緊急

時対策所換気空調設備は，重大事故等が発

生した場合において，緊急時対策所内への

希ガス等の放射性物質の侵入を低減又は防

止するため適切な換気設計を行い，緊急時

対策所の気密性及び緊急時対策所遮蔽の性

 

 

8.2  換気空調設備 

8.2.1  概要 

 重大事故等が発生した場合においても，

当該事故等に対処するために必要な指示

を行う要員がとどまることができるよう，

緊急時対策所の居住性を確保するための

換気空調設備として，緊急時対策所換気空

調設備を設置及び保管する。◇1 （②-5） 

 

8.2.3  主要設備の仕様 

 換気空調設備の主要機器仕様を第 8.2

－1 表に示す。◇2  

 

8.2.4  主要設備 

(8) 緊急時対策所換気空調設備（6号及び

7号炉共用）◇1 （②-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 緊急時対策所換気空調設備は，重大事故

が発生した場合において，緊急時対策所対

策本部の高気密室又は待機場所の気密性，

及び緊急時対策所遮蔽の機能とあいまっ

て，緊急時対策所にとどまる要員の実効線

量が 7日間で 100mSv を超えない設計とす



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-37 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

能とあいまって，居住性に係る判断基準で

ある緊急時対策所にとどまる要員の実効線

量が事故後７日間で 100mSv を超えない設

計とする。□1 （②-2） 

 

 

 なお，換気設計にあたっては，5号炉原子

炉建屋内緊急時対策所の建物の気密性に対

して十分な余裕を考慮した設計とする。②-

7 

 また，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所外

の火災により発生する燃焼ガス又は有毒ガ

スに対する換気設備の隔離その他の適切に

防護するための設備を設ける設計とする。

⑥-1 

 本設備についてはヌ，(3)，(ⅵ)緊急時対

策所に記載する。□3  

［常設重大事故等対処設備］ 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）二酸化炭素吸収装置（6号及び 7号炉共

用） 

（「緊急時対策所」と兼用） 

台  数 1（予備 1）②-15 

 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号炉共

用）□2  

 

（「緊急時対策所」と兼用） 

台  数 1（予備 1） 

容  量 約 600m3/h/台 

効  率 高性能フィルタ 99.9%以上 

     活性炭フィルタ 99.9%以上 

る。◇1 （②-2） 

 

 

 

 

 

 緊急時対策所換気空調設備として，対策

本部には，可搬型陽圧化空調機，可搬型外

気取入送風機，陽圧化装置（空気ボンベ），

二酸化炭素吸収装置及び差圧計を設置及

び保管し，待機場所には，可搬型陽圧化空

調機，陽圧化装置（空気ボンベ）及び差圧

計を設置及び保管する設計とする。 

◇1 （②-5） 

 

 これらの設備については，「10.9 緊急時

対策所」に記載する。◇2  

 

 

 

 

8.2－1 表 換気空調設備の主要機器仕様

◇6  

(6) 緊急時対策所換気空調設備（6号及び

7号炉共用） 

a. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型陽圧化空調機（6 号及び 7

号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

台  数 1（予備 1） 

容  量 600m3/h/台 

効  率 高性能フィルタ 99.9%以上 

     活性炭フィルタ 99.9%以上 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-38 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）可搬型外気取入送風機（6号及び 7号炉

共用）□2  

 

（「緊急時対策所」と兼用） 

台  数 2（予備 1） 

容  量 約 600m3/h/台 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）陽圧化装置（空気ボンベ）（6 号及び 7

号炉共用）□2  

 

（「緊急時対策所」と兼用） 

本  数 123 

容  量 約 47L/本 

充填圧力 約 15MPa 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）可搬型陽圧化空調機（6号及び 7号炉共

用）□2  

（「緊急時対策所」と兼用） 

台  数 2（予備 1） 

容  量 約 600m3/h/台 

効  率 高性能フィルタ 99.9%以上 

     活性炭フィルタ 99.9%以上 

 

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）陽圧化装置（空気ボンベ）（6 号及び 7

b. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型外気取入送風機（6号及び

7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

台  数 2(予備 1)  

風  量 600m3/h/台 

c. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及

び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

台  数 123 

容  量 47L／本 

充填圧力 15MPa 

d. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）二酸化炭素吸収装置（6 号及び 7

号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

台   数 1(予備 1)  

風   量    m3/h/台 

吸収剤能力      m3/kg 

e. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）可搬型陽圧化空調機（6 号及び 7

号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

台  数 2（予備 1） 

容  量 600m3/h/台 

効  率 高性能フィルタ 99.9%以上 

     活性炭フィルタ 99.9%以上 

f. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）（6号及



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 76 条 緊急時対策所】 
 

要求事項との対比表 

76 条-39 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備 考 

号炉共用）□2  

 

（「緊急時対策所」と兼用） 

本  数 1,792 

容  量 約 47L/本 

充填圧力 約 15MPa 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

び 7 号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

台  数 1,792 

容  量 47L／本 

充填圧力 15MPa 

 

第 8.3－1表 遮蔽設備の主要機器仕様◇6  

(6) 緊急時対策所遮蔽 

a. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

厚  さ    mm 以上 

材  料 コンクリート 

b. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

厚  さ    mm 以上 

材  料 コンクリート 

c. 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）室内遮蔽（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

厚  さ コンクリート   mm 相当以上 

材  料 鉄，鉛等 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 76 条 緊急時対策所】 

様式-6 

76 条－1 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

各条文の設計の考え方 

第 76条（緊急時対策所） 

1.1 技術基準規則の条文，解釈への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

○1  
重大事故等に対処す

るための適切な措置 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 

1 項 1号 

1 項 2号 

1 項 3号 

2 項 

1a),1b),

1d),1e),

1f),2 

a,b,c,d,e,

f,g,h,i,j,

k,l,m,n,o 

○2  
居住性を確保するた

めの設備 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 

1 項 1号 

2 項 
1d),1e) 

b,e,f,g,i,

j,k,n,o 

○3  
必要な情報を把握で

きる設備 

技術基準規則の要求事項を受けて

いる内容を記載する。 
1 項 2号 ― n,d 

○4  
通信連絡を行うため

に必要な設備 

技術基準規則の要求事項を受けて

いる内容を記載する。 
1 項 3号 ― d,i,n 

○5  
代替電源設備からの

給電 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 

1 項 

2 項 
1c) 

a,b,c,d,i,

j,l,m,n 

○6  

緊急時対策所外で発

生する燃焼ガス又は

有毒ガスからの防護 

燃焼ガス又は有毒ガスに対する換

気設備の隔離及び防護の必要があ

るため記載する。 

― ― n,o 

1.2 技術基準規則第 54条への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

Ⅰ 多様性，位置的分散等 
多様性，位置的分散等に関する基本

方針の呼び込み先を記載する。 
― ― c 

Ⅱ 悪影響防止 
悪影響防止に関する基本方針の呼

び込み先を記載する。 
― ― c 

Ⅲ 共用の禁止 

共用の禁止に関する基本方針の呼

び込み先を記載する。 

なお，個別設計についても記載す

る。 

― ― a,c 

Ⅳ 容量等 
容量等に関する基本方針の呼び込

み先を記載する。 
― ― b 

Ⅴ 環境条件等 
環境条件等に関する基本方針の呼

び込み先を記載する。 
― ― c 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 76 条 緊急時対策所】 

様式-6 

76 条－2 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

Ⅵ 操作性の確保 
操作性の確保に関する基本方針の

呼び込み先を記載する。 
― ― c 

Ⅶ 試験検査 
試験検査に関する基本方針の呼び

込み先を記載する。 
― ― c 

 2. 設置許可本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

□1  
設置許可本文内の重

複記載 

設置許可本文内にある同趣旨の記載を採用するため記載

しない。 
― 

□2  仕様 要目表として整理するため記載しない。 ― 

□3  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 

□4  
設置許可添八との重

複記載 

設置許可添八の記載の方がより適切であり，設置許可添八

の記載を採用するため記載しない。 
― 

□5  設備の補足的な記載 設備の補足的な記載であるため記載しない。 ― 

□6  他条文に関する記載 
第 77条に対する設計方針であり，第 77条に包括して記載

するため記載しない。 
― 

 3. 設置許可添八のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

◇1  
設置許可本文との重

複記載 

設置許可本文にある同趣旨の記載を採用するため記載し

ない。 
― 

◇2  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 

◇3  
設置許可添八内の重

複記載 

設置許可添八内にある同趣旨の記載を採用するため記載

しない。 
― 

◇4  
設備の健全性に関す

る記載 

設備の健全性に関する記載は第 54 条に包括して記載する

ため記載しない。 
― 

◇5  設備の補足的な記載 設備の補足的な記載であるため記載しない。 ― 

◇6  仕様 要目表として整理するため記載しない。 ― 

4. 詳細な検討が必要な事項 

No. 記載先 

a 単線結線図 

b 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

c 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説明書 

d 通信連絡設備に関する説明書及び取付箇所を明示した図面 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 76 条 緊急時対策所】 

様式-6 

76 条－3 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

e 放射線管理施設に係る機器（放射線管理用計測装置を除く。）の配置を明示した図面及び系統図 

f 放射線管理用計測装置の構成に関する説明書 

g 
放射線管理用計測装置の系統図及び検出器の取付箇所を明示した図面並びに計測範囲及び警報動

作範囲に関する説明書 

h 管理区域の出入管理設備及び環境試料分析装置に関する説明書 

i 耐震性に関する説明書 

j 構造図 

k 生体遮蔽装置の放射線の遮蔽及び熱除去についての計算書 

l 非常用電源設備に係る機器の配置を明示した図面及び系統図 

m 非常用発電装置の出力の決定に関する説明書 

n 緊急時対策所の設置場所を明示した図面及び機能に関する説明書 

o 緊急時対策所の居住性に関する説明書 

※ 発電用原子炉の設置の許可（本文（五号））との整合性に関する説明書 

※ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第 2 章 個別項目 

1. 緊急時対策所 

1.1 緊急時対策所の設置等 

 

    

 

 

 

1.1.1 緊急時対策所の設置 

発電用原子炉施設には，原子炉冷却系統に

係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常

が発生した場合に適切な措置をとるため，緊

急時対策所機能を備えた 5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（「6,7 号機共用，5号機に設

置」（以下同じ。））を中央制御室以外の場所

に設置する。なお，5号機原子炉建屋内緊急

時対策所は，5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部・高気密室）（「6,7 号機共用，

5 号機に設置」（以下同じ。））及び 5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）（「6,7

号機共用，5号機に設置」（以下同じ。））から

構成され，5号機原子炉建屋付属棟内に設置

する設計とする。 

【76 条 1】【46 条】 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

1.1.2 設計方針 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生した場合においても，当該事故

等に対処するための適切な措置が講じるこ

とができるよう，緊急時対策所機能に係る設

備を含め，以下の設計とする。 

【76 条 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

  

 

  

 

 

  

 

(1) 耐震性及び耐津波性 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生した場合においても，当該事故

等に対処するための適切な措置が講じられ

るよう，その機能に係る設備を含め，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，機能を喪失し

ないよう設計するとともに，基準津波の影響

を受けない設計とする。 

【76 条 2】 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，遡上に伴う津

波が到達しない場所に設置している。） 

  

 

  

 

 

  

 

 

(2) 中央制御室に対する独立性 

緊急時対策所の機能に係る設備は，共通要

因により中央制御室と同時に機能喪失しな

いよう，中央制御室に対して独立性を有する

設計とするとともに，中央制御室とは離れた

位置に設置又は保管する設計とする。 

【76 条 3】 

 

差異なし 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

(3) 代替交流電源の確保 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，全交

流動力電源が喪失した場合に，5号機原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備（「6,7

号機共用」（以下同じ。））からの給電が可能

な設計とする。なお，5号機原子炉建屋内緊

急時対策所用可搬型電源設備は，放射性雲通

過時において，燃料を補給せずに運転継続で

きる設計とする。 

【76 条 29】 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

表現上の差異（記載の適正化。） 

 

設備構成の差異 

 



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

  

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備は，１台で 5号機原子炉建屋内緊

急時対策所に給電するために必要な容量を

有するものを，燃料補給時の切替えを考慮し

て，2台を１セットとして使用することに加

え，予備を 3台保管することで，多重性を有

する設計とする。 

【76 条 30】 

 

設備構成の差異 

 

  

 

  

 

 

  

 

 

(4) 緊急時対策所機能の確保 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，以下

の措置を講じる又は設備を備えることによ

り緊急時対策所機能を確保する。 

 

設備構成の差異 

      a. 居住性の確保  

   

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生した場合においても，重大事故

等に対処するために必要な指示を行う要員

に加え，原子炉格納容器の破損等による発電

所外への放射性物質の拡散を抑制するため

の対策に対処するために必要な数の要員を

含め，重大事故等に対処するために必要な数

の要員を収容することができるとともに，重

大事故等に対処するために必要な指示を行

う要員がとどまることができるよう，適切な

遮蔽設計及び換気設計を行い緊急時対策所

の居住性を確保する。 

【76 条 4】 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合における 5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所の居住性につ

いては，想定する放射性物質の放出量等を福

島第一原子力発電所事故と同等とし，かつ，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所内でのマ

スクの着用，交替要員体制，安定よう素剤の

服用及び仮設設備を考慮しない条件におい

ても，「原子力発電所中央制御室の居住性に

係る被ばく評価手法について（内規）」の手

法を参考とした被ばく評価において，5号機

原子炉建屋内緊急時対策所にとどまる要員

の実効線量が事故後 7 日間で 100mSv を超え

ない設計とする。 

【76 条 10】 

 

設備構成の差異 

 

 

表現上の差異（記載の適正化。） 

  

 

 

 

重大事故等が発生した場合において，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所の居住性を確

保するための設備として，5号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収

装置（「6,7 号機共用，5 号機に設置」（以下

同じ。）），5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

用差圧計（「6,7 号機共用，5号機に保管」（以

下同じ。）），酸素濃度計（「6,7 号機共用，5号

機に保管」（以下同じ。））及び二酸化炭素濃

度計（「6,7 号機共用，5 号機に保管」（以下

同じ。））を設置又は保管する設計とする。 

【76 条 8】 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮

蔽，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）室内遮蔽，二次遮蔽壁，補助遮蔽，緊

急時対策所換気空調系の設備，可搬型モニタ

リングポスト及び可搬型エリアモニタにつ

いて放射線管理施設の基本設計方針に記

載。） 

  

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用差圧

計（個数 2（予備 1），計測範囲 0～200Pa）

は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所の陽圧

化された室内と周辺エリアとの差圧を監視

できる設計とする。【76 条 15】 

 

設備構成の差異  



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）二酸化炭素吸収装置（個数 1（予備 1））

は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）の二酸化炭素を除去するこ

とにより，要員の窒息を防止する設計とす

る。 

【76 条 16】 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素

吸収装置にて要員の窒息を防止する。） 

 

 

 

  

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所には，酸

素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障が

ない範囲にあることを把握できるよう酸素

濃度計（個数 2（予備 1））及び二酸化炭素濃

度計（個数 2（予備 1））を保管する設計とす

る。 

【76 条 22】【46 条】 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，可搬型エリア

モニタ及び可搬型モニタリング・ポストは放

射線管理施設の基本設計方針に記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生し，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所の外側が放射性物質により汚染した

ような状況下において，要員が 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所内に放射性物質による

汚染を持ち込むことを防止するため，身体サ

ーベイ及び作業服の着替え等を行うための

区画を設置する設計とする。 

【76 条 5】 

  

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，除染について

は放射線管理施設の基本設計方針に記載。） 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

b. 情報の把握 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）には，原子炉冷却系統に係る

発電用原子炉施設の損壊その他の異常に対

処するために必要な情報及び重大事故等が

発生した場合においても当該事故等に対処

するために必要な指示ができるよう，重大事

故等に対処するために必要な情報を，中央制

御室内の運転員を介さずに正確，かつ速やか

に把握できる情報収集設備を設置する。 

【76 条 25】【46 条】 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 7 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

 緊急時対策所の情報収集設備として，事故

状態等の必要な情報を把握するために必要

なパラメータ等を収集し，5号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部・高気密室）内で

表示できるよう，データ伝送装置，緊急時対

策支援システム伝送装置及び SPDS 表示装置

で構成する安全パラメータ表示システム

（SPDS）（「7号機設備」，「6,7 号機共用，5号

機に設置」（以下同じ。））を設置する設計と

する。なお，安全パラメータ表示システム

（SPDS）は，計測制御系統施設の設備を緊急

時対策所の設備として兼用する。 

【76 条 26】【46 条】 

 

 

 

設備構成の差異 

 

      c. 通信連絡  

 

 

 

 

 

 

 

 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）には，重大事故等が発生した

場合においても発電所の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡できる設計

とする。なお，5号機原子炉建屋内緊急時対

策所に設置又は保管する通信連絡設備は，計

測制御系統施設の設備を緊急時対策所の設

備として兼用する。 

【76 条 27】 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，計測制御系統

施設と兼用する。） 

 

 

  

 

 

 

 

 緊急時対策支援システム（ERSS）等へ必要

なデータを伝送できる緊急時対策支援シス

テム伝送装置で構成するデータ伝送設備に

ついては，重大事故等が発生した場合におい

ても必要なデータを伝送できる設計とする。 

【76 条 28】 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，本社を含む。） 

 

表現上の差異（記載の適正化。） 

 



 

  

 

 

比較表（緊急時対策所の基本設計方針）－ 8 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（緊急時対策所の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

  

 

  

 

 

  

  

  

 

 

 

 

2. 設備の共用 

 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（待機場所）は，事故対応において

6号機及び7号機双方のプラント状況を考慮

した指揮命令を行う必要があるため，5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気

密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）を 6 号機及び 7 号機で共用と

し，事故収束に必要な緊急時対策所遮蔽，緊

急時対策所換気空調設備，重大事故等に対処

するために必要な情報を把握できる設備等

を設置する。共用により，必要な情報（相互

のプラント状況，運転員の対応状況等）を共

有・考慮しながら，総合的な管理（事故対応

を含む。）を行うことで，安全性の向上が図

れるとともに安全性を損なわないことから，

6号機及び 7号機で共用する設計とする。各

設備は，共用により悪影響を及ぼさないよ

う，号機の区分けなく使用できる設計とす

る。 

【76 条 33】【15 条】 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，緊急時対策所

を 6,7 号機共用とし号機の区分けなく使用

できる。） 

     

 



 

 

 

比較表（放射線管理施設の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 

東海第二発電所と 

先行審査プラントの記載との比較表（放射線管理施設の基本設計方針） 

 伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   1.1.2 エリアモニタリング設備 

エリアモニタリング設備のうち5号機原子

炉建屋内緊急時対策所等に設ける可搬型エ

リアモニタ（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

及び可搬型モニタリングポスト（「6,7 号機共

用」（以下同じ。））は，重大事故等時に 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所内への希ガス等

の放射性物質の侵入を低減又は防止するた

めの確実な判断ができるよう放射線量を監

視，測定し，計測結果を記録及び保存できる

設計とする。 

【76 条 24】 

 

2.1 中央制御室及び緊急時対策所の居住性

を確保するための防護措置 

重大事故等が発生した場合において，5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所の居住性を確

保するための設備として，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部）遮蔽（「6,7 号機

共用」（以下同じ。）），5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所（待機場所）遮蔽（「6,7 号機共用」

（以下同じ。）），5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）室内遮蔽（「6,7 号機共用」

（以下同じ。）），二次遮蔽壁，補助遮蔽，緊急

時対策所換気空調系の設備，可搬型モニタリ

ングポスト及び可搬型エリアモニタを設置

又は保管する設計とする。 

【76 条 9】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用差圧計，酸素濃

度計及び二酸化炭素濃度計について緊急

時対策所の基本設計方針に記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

比較表（放射線管理施設の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 

東海第二発電所と 

先行審査プラントの記載との比較表（放射線管理施設の基本設計方針） 

 伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）遮蔽，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）遮蔽，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（待機場所）室内遮蔽，二次遮蔽壁

及び補助遮蔽は，5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所の気密性及び緊急時対策所換気空調

系の機能とあいまって，緊急時対策所にとど

まる要員の実効線量が事故後 7 日間で

100mSv を超えない設計とする。 

【76 条 11】 

 

 

緊急時対策所換気空調系の設備のうち，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）

可搬型陽圧化空調機（ファン）及び 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機（フィルタユニット）は，仮設

ダクトを用いて5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部・高気密室）を陽圧化し，放

射性物質の侵入を低減できる設計とする。ま

た，緊急時対策所換気空調系の 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化装置

（空気ボンベ）は，放射性雲通過時において，

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）を陽圧化し，希ガスを含む放射性

物質の侵入を防止できる設計とする。 

【76 条 14】 

 

 

緊急時対策所換気空調系の設備のうち，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）

可搬型陽圧化空調機（ファン）及び 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機（フィルタユニット）は，仮設

ダクトを用いて5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）を陽圧化し，放射性物質の

侵入を低減できる設計とする。また，5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧

化装置（空気ボンベ）は，放射性雲通過時に

おいて，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）を陽圧化することにより，希ガスを

含む放射性物質の侵入を防止できる設計と

する。 

【76 条 18】 

 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，炉心の著し

い損傷時には，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）可搬型陽圧化空調機を

使用し，放射性雲通過時には 5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化

装置（空気ボンベ）を使用する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，炉心の著し

い損傷時には，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（待機場所）可搬型陽圧化空調機を

使用し，放射性雲通過時には 5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化

装置（空気ボンベ）を使用する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

比較表（放射線管理施設の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 

東海第二発電所と 

先行審査プラントの記載との比較表（放射線管理施設の基本設計方針） 

 伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所には，室

内への希ガス等の放射性物質の侵入を低減

又は防止するための確実な判断ができるよ

う放射線量を監視，測定するため，さらに緊

急時対策所換気空調系の設備による加圧判

断のために使用する可搬型エリアモニタ及

び可搬型モニタリングポストを保管する設

計とする。 

【76 条 23】 

 

 

 

 

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所は，重大

事故等が発生し，5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所の外側が放射性物質により汚染した

ような状況下において，要員が 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所内に放射性物質による

汚染を持ち込むことを防止するため，身体サ

ーベイ及び作業服の着替え等を行うための

区画を設置する設計とする。身体サーベイの

結果，要員の汚染が確認された場合は，要員

の除染を行うことができる区画を，身体サー

ベイを行う区画に隣接して設置することが

できるよう考慮する。身体サーベイ，作業服

の着替え等に必要な照度の確保は，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所用乾電池内蔵型照

明（ランタンタイプ）（6,7 号機共用，5号機

に保管）によりできる設計とする。 

【76 条 5】【76 条 6】【76 条 7】 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，酸素濃度計

と二酸化炭素濃度計について緊急時対策

所の基本設計方針に記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 

表現上の差異（柏崎刈羽は、対策要員を要

員に記載を統一する。） 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 



 

 

 

比較表（放射線管理施設の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 

東海第二発電所と 

先行審査プラントの記載との比較表（放射線管理施設の基本設計方針） 

 伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   2.2.4 緊急時対策所換気空調系 

緊急時対策所換気空調系の設備として，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）の居住性を確保するため，5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬

型陽圧化空調機（ファン）（「6,7 号機共用」

（以下同じ。）），5号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部）可搬型陽圧化空調機（フィ

ルタユニット）（「6,7 号機共用」（以下同

じ。）），5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）可搬型外気取入送風機（「6,7 号機共

用」（以下同じ。）），5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）陽圧化装置（空気ボン

ベ）（「6,7 号機共用」（以下同じ。））を保管す

る設計とする。 

また，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待

機場所）の居住性を確保するため，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機（ファン）（「6,7 号機共用」（以

下同じ。）），5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）可搬型陽圧化空調機（フィルタ

ユニット）（「6,7 号機共用」（以下同じ。）），

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）

陽圧化装置（空気ボンベ）（「6,7 号機共用」

（以下同じ。））を保管する設計とする。 

【76 条 12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

比較表（放射線管理施設の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 

東海第二発電所と 

先行審査プラントの記載との比較表（放射線管理施設の基本設計方針） 

 伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）陽圧化装置（空気ボンベ）は，放射性雲

通過時において，5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部・高気密室）を陽圧化し，

希ガスを含む放射性物質の侵入を防止する

とともに，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を活

動に支障がない範囲に維持するために必要

な容量を保管する設計とする。 

【76 条 19】 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）陽圧化装置（空気ボンベ）は，放射性雲

通過時において，5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所（待機場所）を陽圧化することにより，

希ガスを含む放射性物質の侵入を防止する

とともに，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を活

動に支障がない範囲に維持するために必要

な容量を保管する設計とする。 

【76 条 20】 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）可搬型外気取入送風機は，放射性雲通過

後の5号機原子炉建屋付属棟内を換気できる

設計とする。 

【76 条 17】 

 

緊急時対策所換気空調系は，5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所の建物の気密性に対し

て十分な余裕を考慮した設計とする。また，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所外の火災に

より発生する燃焼ガス又はばい煙，有毒ガス

及び降下火砕物に対する換気設備の隔離及

びその他の適切に防護するための設備を設

ける設計とする。 

【76 条 13】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，放射性雲通

過時に 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）を

使用する。） 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，放射性雲通

過時に 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）を

使用する。） 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異（柏崎刈羽は，放射性雲通

過後に 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）可搬型外気取入送風機にて，

5 号機原子炉建屋付属棟内を換気でき

る。） 

 

設備構成の差異 

表現上の差異 



 

 

 

比較表（放射線管理施設の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 

東海第二発電所と 

先行審査プラントの記載との比較表（放射線管理施設の基本設計方針） 

 伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   緊急時対策所換気空調系は，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対し，機能を喪失しないよ

うにするとともに，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所の気密性とあいまって緊急時対策

所の居住性に係る判断基準を満足する設計

とする。 

【76 条 21】 

 

2.3 生体遮蔽装置 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽

（常設），中央制御室待避室遮蔽（可搬型），

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）遮蔽，5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）遮蔽，5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（待機場所）室内遮蔽，二次遮蔽壁

及び補助遮蔽は，「2.1 中央制御室及び緊急

時対策所の居住性を確保するための防護措

置」に示す居住性に係る判断基準を満足する

設計とする。 

【76 条 35】【38 条】【74 条】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 



 

 

 

 

比較表（非常用電源設備の基本設計方針）－ 19 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（非常用電源設備の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

    2.4.3 緊急時対策所代替電源設備  

設備構成が異なるため，76 条の比較表では

記載を省略 

設備構成が異なるため，76 条の比較表では

記載を省略 

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用受電

盤（「6,7 号機共用，5 号機に設置」（以下同

じ。））（440V,225A のものを 1 個），5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所用主母線盤（「6,7

号機共用，5 号機に設置」（以下同じ。））

（150kVA,440/220-110V のものを 1個），5号

機原子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分

電盤 1（「6,7 号機共用，5号機に設置」（以下

同じ。））（110V,225A のものを 1 個），5 号機

原子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電

盤 2（「6,7 号機共用，5号機に設置」（以下同

じ。））（110V,225A のものを 1 個），5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電盤

3（「6,7 号機共用，5 号機に設置」（以下同

じ。））（110V,225A のものを 1個），可搬ケー

ブル（6,7 号機共用，7 号機に保管）

（440V,290A のものを 1 相分 1 本の 3 相分 3

本を 1 セット及び 1 相分 2 本の 3 相分 6 本

を 3セット）を経由して 5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化空調

機（ファン）（6,7 号機共用），5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気

取入送風機（6,7 号機共用），5号機原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧化

空調機（ファン）（6,7 号機共用），衛星電話

設備（常設）（6,7 号機共用，5号機に設置），

統合原子力防災ネットワークを用いた通信

連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機

及び IP-FAX）（6,7 号機共用，5号機に設置），

安全パラメータ表示システム（SPDS）（6,7 号

機共用，5号機に設置）等へ給電できる設計

とする。 

【76 条 31】 

 

設備構成の差異 

 

   なお，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用

可搬型電源設備は，放射性雲が通過時におい

て，燃料を補給せずに運転継続できる設計と

する。 

【76 条 29】 

  

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽は，設置変更許可にて放射性雲の

通過時における無給油運転について記載し

ており，基本設計方針として記載する。） 

 



 

 

 

 

比較表（非常用電源設備の基本設計方針）－ 26 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（非常用電源設備の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（柏崎刈羽は，5号機原子炉建屋内緊急時対

策所の専用の蓄電池は無い。） 

 



 

 

 

 

比較表（非常用電源設備の基本設計方針）－ 32 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（非常用電源設備の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   

 

4.3 その他発電装置の燃料補給設備  

   

 

 

 

 

 

重大事故等時に非常用電源設備の燃料を

貯蔵及び補給する設備として，軽油タンク，

タンクローリ（4kL）及びホースを使用でき

る設計とする。 

電源車，モニタリングポスト用発電機及び

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型

電源設備は，軽油タンクからタンクローリ

（4kL）を用いて燃料を補給できる設計とす

る。 

【76 条 32】【72 条】【75 条】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽は，設置変更許可にて燃料補給設

備の設備構成を記載しており，基本設計方針

として記載する。） 

設備構成の差異 

 



 

 

 

 

比較表（非常用電源設備の基本設計方針）－ 33 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（非常用電源設備の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（柏崎刈羽は，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備の専用の燃料補給

設備は無い。） 

 



 

 

 

 

比較表（非常用電源設備の基本設計方針）－ 39 
青字：柏崎刈羽原子力発電所 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（非常用電源設備の基本設計方針） 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用受電

盤，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用主母

線盤，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用交

流 110V 分電盤 1，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所用交流 110V 分電盤 2 及び 5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所用交流 110V 分電盤 3

は，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（「6,7

号機共用，5号機に設置」（以下同じ。））の設

備であり，5号機原子炉建屋内緊急時対策所

の共用により，必要な情報（相互のプラント

状況，運転員の対応状況等）を共有・考慮し

ながら，総合的な管理（事故対応を含む。）

を行うことで，安全性の向上が図れることか

ら，6号機及び7号機で共用する設計とする。

5号機原子炉建屋内緊急時対策所用受電盤，

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用主母線

盤，5号機原子炉建屋内緊急時対策所用交流

110V 分電盤 1，5号機原子炉建屋内緊急時対

策所用交流 110V 分電盤 2 及び 5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所用交流110V分電盤3は，

共用により悪影響を及ぼさないよう，6号機

及び 7 号機を 5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所用 6/7 号機電源切替盤（6,7 号機共用）

（480V,225A のものを 1個）の遮断器により

系統を隔離して使用する設計とする。 

【76 条 34】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

 


